
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

壼膿■L費団ヨ国魅人目杢目饉」ゞ國12」」IL

1 事業の成果

令和 2年度は日本及び海外にいるグローバル人材の情報収集及びデータベース作成活動を展開しました。

情報配信及び交流会等を通じて、グローパル人材の就職支援を行いました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 5439 1千 円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 :  0  】千円)

疋欧 に謳載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数 驀

受益
対象者
人数

7お

人材情報配信
事業

求人需要のある企業や団
体向けに、外国籍人材の情

報配信

通年 法人事務
所

3人 各企業団
体 4∞ 社

日本企業
の人事担
当者
400名

1500

説明会や交流
会の開催によ
る人材紹介事

業

一般企業を対象に外国籍
人材採用に関する説明会

や交流会の開催

7月 都内イベ

ントスペ
ー ス

3人 各企業団
体 10社

基足蓼用
された留
学生
200名

1500

外国人留学生
の就職支援事
業及び異文化
交流イベント ,

留学生の就職支援に関す
る情報配信、不定期的に交
流会の開催、日本語や IT

など各種教室の開催

通年 法人事務
所

5人 留学生及
び海外の

学生20(Ю

人

海外にい
人材
2∞0名

2469

定
警児霜

載
事業名

寄付された物

品の販売事業

事業内容 日時 場所
従事者
人数 群雰

実施しなかった。 0

ホームページ
ヘの広告掲載

事業
実施 しなかった 0



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和2年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用
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書式第 15号 (法第 28条関係)

平成31年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本田藤人材協力機構

10,114
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10,11【A】 資 産 合 計 ①+②
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40,1【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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16 2

令和2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本国際人材協力機構

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日  2017年 12月 12日 一部改正
PO法人会計基準協議会)によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定額法によっています。

(2)引 当金の計上基準
退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると

認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算

しています。

(3)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
また計上額の算定方法は「3.施設の提供などの物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

(4)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2事業別損益の状況

就職支援
事業

販売,広告
掲載事業

事業部門計 管理部門 合計科 目
人材配信

事業
人材紹介

事業
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2400008
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3080000
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5469894ｎ

ｖ 5469894
ｎ

ｖ 5469894

10114 ｎ

ｖ 10114 10114

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
-1人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
-2その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計
当期経常増減額

ｎ

Ｖ

0 よつてし す (

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

К涯:i=1 竺 定方法内 容

辱 羅π五百1爾用



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

00 0 0合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増滅内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７

，

減 少 減価償却累計額 期末帳簿価額
「
コ 期首取得価額 取得

0

車両運搬具

什器備品

その他の資産

定資産

敷金

期首残 高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

0 0 0 0合計

科 目
計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

0 00

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

令和2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営剰活動法人日本田燎人材協力機構

401

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

40,11【A】 資 産 合 計 ①+②

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

■0,1【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 (■●■年
=に

おいて役員であつたことがある全■の氏名及び住所ヌは■所菫
びにこれらの者についての薗事拿年度における●口0有摯を●摯した名簿)

特定非営利活動法人日 人材協力‥

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

●以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(腋当者のみに記入)

氏   名

1

″
~ヽ

k里ッ・監事
カイトウ  サトシ 令和四円1月 01日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日海東 敏

2

⌒

k聖ソ・監事
ナカミチ  マコト 令和2年 4月 01日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年中道 まこと

3

″ コウ″ 令和2年 4月 01日

令和3年3月 31日

年 月

月

日

日年辛 興奎

4

⌒

理事喪雹ソ

ハ
°
″ア スン・ャン ヒ・カシュ

令和2年 4月 01日

令和3年 3月 31日

年  月 日

日年  月
ユi口,l S ,lI BII

赳SI

5 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年  月

6 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年  月

7 理事・ 監事

年 月

月

日

年 日

年  月 日

日年  月

8 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年 月

10 理事・ 監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年  月

′
~ヽ

t壁ヮ・監事



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

令和2年度社員名簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人日本国際人材協力機構

氏   名

1 海東 敏

2 X]XI襦 側 I幸 蜂

3
LU SIAN虚 珊

(中道まこと)

4 BARUA SUJAN BIKASH

5 深澤 純

6
株式会社システムソリューションシス

代表取締役
中道まこと

7 高 富

8
株式会社日本国際IT

人材協力機構
代表取締役 海東 敏

9 刈田 暁

10 高岩 聖子

11

12


